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1. はじめに 
 

都市の課題について 

全国に共通する地域課題 
会津若松市を含め、全国に共通する地域課題として以下を認識。 

1 人口減少（毎年 1,000 人超）／特に、生産年齢人口の減少 

2 年々減少する出生数／全国平均より高い高齢化率 

3 歳出の４割以上を占める民生費（医療費・介護費等） 
⇒地域行政（財政）の継続性に対する強い危機感／消滅可能性都市 

 

これまでのスマートシティ会津若松の取り組み 
上記課題を包括的に解決するため、2013 年より『スマートシティ会津若松』を推進。 

様々な分野で ICT を活用する取組を推進し、市民生活の利便性向上と ICT 関連企業誘致を同時に実現
し、一定の効果は出ているものの、起死回生策とまでは言えない状況。 

⇒産業誘致の延長線上の取組では根本的な地方創生は困難 
 

構造的な地域 DX 実現に向けた取組通する地域課題 
デジタル時代における自助・共助・公助の考え方を地域全体で共通認識とし、地域経済基盤の立て直
しのための地域産業 DX と Well-being を実現する市民生活 DX を、市民・企業・地域の三方が手を取
り合って実現する構造的な地域 DX が必要不可欠と認識。 

⇒『スマートシティ会津若松』のセカンド・ステージへの挑戦 

本市の人口推移 

会津若松市 2013 年 2023 年 変化率 

現住人口 123 千人 113 千人 ▲8.1% 

生産年齢人口 73.5 千人 62.0 千人 ▲15.6％ 
 

スマートシティ会津若松による更なる挑戦イメージ 
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 コンソーシアムについて 

運営体制 

▮スマートシティ全体の運営体制 
会津若松市におけるスマートシティ全体の取組を一体感を持って効率的に推進するために、市及び
地元関係団体に加え、スマートシティを推進する企業により構成されるコンソーシアムの 3 者が、
アーキテクトをハブに相互連携する体制で推進。 

 
 

▮本事業の推進体制 
本事業においては、市・関係団体・事業者で防災に関する主体で 2022 年 8 月に設立された「会津
デジタル防災協議会」で推進。 
 

       【防災】国土交通省「スマートシティ実装化支援事業」 
会津デジタル防災協議会 

# 名称 役割及び責任 
1 会津若松市 実証にかかる全体調整 
2 アクセンチュア株式会社 実証の計画策定および推進 

実証の実施 3 ソフトバンク株式会社 
 SAP ジャパン株式会社 

2024 年度以降の実証の計画策定及び

推進 
 SOMPO ホールディングス株式会社 

6 三井住友海上火災保険株式会社 
7 株式会社エムアイメイズ 
8 市内自主防災組織 実証の支援 
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２. 目指すスマートシティとロードマップ 
 

目指す未来 

スマートシティ会津若松の基本ビジネスモデル 
会津若松市は、スマートシティリファレンスアーキテクチャにおける「A 地域 協議会主導モデル」を採
択している。従前は会津地域スマートシティ推進協議会が進主体であったが、ICT 関連企業の会津若松市
への集積を踏まえ、コンソーシアムを立上げ、推進主体を担っていく想定。 
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スマートシティサービス継続のための地域エコシステムによるビジネスモデル 
スマートシティは、都市 OS を導入・維持することが目的ではなく、 都市 OS を通じてさまざまなスマ
ートシティサービスが提供されることで地方創生を実現することが目的である。 

スマートシティサービスは、地域目線で今までの営利主義とは異なる新たなサービス・ビジネスモデル
となることから、スマートシティサービス単体での採算をとることが困難な事業も存在する。 

そのため、サービスや分野を超えた分野エコシステムや地域エコシステムを通じて利益とコストのバラ
ンスを取りながら、地域としてスマートシティサービスを継続性をもって提供することを目指す。 

 

 
 

スマートシティサービス  
会津若松市では、一つの地域 ID でさまざまなサービスが利用可能という市民の利便性・簡易な利用を意
識して、会津若松プラスという地域ポータルを中心に、教育情報サービスや母子健康情報サービスなど
を都市 OS 上でスマートシティサービスとして展開している。 

本事業で構築する防災分野のサービスについても、これまで構築したサービスと同様に、都市 OS 上のス
マートシティサービスとして構築し、会津若松市での利用に加え、他地域への横展開も可能なモデルと
する。 
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▮除雪ナビ 
・除雪車の位置を見える化 
・除雪車に GPS 端末を搭載し、除雪車の位置と稼働状況 
 をお知らせ 
→パーソナライズされた情報提供の実現 
 

 

 

 
サービスリンク：http://aizuwakamatsu.jyosetsu.jp/ 

▮母子健康情報サービス 
・母子健康手帳の電子化 
・乳幼児健診や予防接種の受診データから、身長・体重発育曲線や予防接種予定日など、市で余裕する情 
 報を連携して表示 
→パーソナライズされた情報提供の実現 

 
サービスリンク：https://aizuwakamatsu.mylocal.jp/article?articleId=6239bd8cb89e584b1904e0de 

▮「あいづっこプラス」サービス 
・学校情報の配信 
・「学校だより」「学年だより」「学級情報」や緊急のお知らせ 
 などが閲覧可能 
→パーソナライズされた情報提供の実現 
 

 

 
 

 

 

 

 

サービスリンク
https://aizuwakamatsu.mylocal.jp/schoolList?articleId=6054a203da18ef6736ed2d51 
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▮相乗り型タクシー、AI オンデマンド型路線バス 
・ 通常の乗用タクシーを、マッチングアプリにより相 乗りとすることで、1 人当たりの運賃を低減し、

公共交通的に活用 

・ 既存のバス路線や時刻によらず、利用者の目的地や到着希望時間に基づき、AI が バスの最短走行ル
ートをダイナミックに定める新しい運行形態を提供 

 
      ＜相乗り型タクシー＞            ＜AI オンデマンド型バス＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
サービスリンク：https://wwwtb.mlit.go.jp/tohoku/content/000179924.pdf 

▮デジタル行政手続き 

 
サービスリンク：https://www.city.aizuwakamatsu.fukushima.jp/docs/2023032400028/ 
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▮デジタル地域通貨 

 
サービスリンク：https://service.paycierge.com/aizu-zaifu/aizu-coin/ 
 

▮デジタル観光案内 

 
サービスリンク：https://aizuwakamatsu.mylocal.jp/article?articleId=634faa5a56af08127f34aa5a 
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▮食農需給マッチング 

 
サービスリンク：https://aizu.jimonomikke.com/ 
 

▮デジタル防災 

 
サービスリンク：https://aizuwakamatsu.mylocal.jp/article?articleId=635f504456af08127f35a088 
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▮つなげるデータ医療 

 
サービスリンク：https://aizuwakamatsu.mylocal.jp/article?articleId=63edf77cbf687c0434af9cbb 

 

▮つながる遠隔医療 

 
サービスリンク：https://aizuwakamatsu.mylocal.jp/article?articleId=63edf77cbf687c0434af9cbb 
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▮デジタルクーポン・ポイントサービスによる商店街・店舗 DX 

 
 
 

 

▮簡単＆迅速なデジタル行政手続 
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▮簡単＆迅速なデジタル行政手続 

 
スマートシティアセット 
会津若松市では、各種センサーやスマホ等のスマートシティアセットから日々生成されるデータに加
え、既に生成・保存されているデータの有効利用が重要であると考えている。本事業で実施する防災サ
ービスにおいても、同意取得先(オプトイン取得先)とデータ保有者を区分して認識し、適切なオプトイン
に基づき既存アセット・データを有効活用する。 

 

＜会津若松市スマートシティ|サービス、データアセット全体像＞ 
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＜「命を守るデジタル防災プロジェクト事業」におけるデータアセット＞ 

 
※青字：本実証において追加したデータ 

アセット・データ項目 同意取得先 データ保有者 利用目的・方法 

氏名、性別、生年月日、
住所、携帯電話番号、プ
ロフィール画像 

個人 個人 ·  性別、年齢に基づく防災用品、備蓄品リストのパーソナライズに利
用 

·  登録住所周辺のハザードマップ表示に利用 
·  防災サービスにおけるマイプロフィール画像に利用 

家族情報 個人 個人 ·  家族間での位置情報、安否情報共有に利用 

位置情報 個人 個人 ·  利用者の現在地、および利用者が選択した避難場所／避難所
までの避難ルートの表示に利用 

·  自治体の市民避難状況把握のための管理画面のマップ表示へ
利用 

要支援者フラグ情報 個人 個人・自治体 要支援者の安否、位置情報に基づく氏名・年齢含めた避難状況
確認に利用 

避難所情報（位置、対
象の災害種別、標高、収
容人数） 

自治体 自治体 ·  防災マップ上での避難所情報表示へ利用 

各種ハザードマップ情報 自治体 国土地理院 ·  防災マップ上でのハザードマップ表示へ利用 

各種警報・注意報情報／
避難所開設情報 

気象業務支援
センター 
FMMC 
レスキューナウ 

気象業務支援
センター 
FMMC 
レスキューナウ 

·  プッシュ通知による災害情報の配信、デジタル防災サービスにおけ
る防 
  災情報への表示へ利用 

安否情報 個人 個人 ·  家族や自治体／自主防災組織等への安否情報の共有へ利用 

発災通知フラグ レスキューナウ ソフトバンク 発災事象を他サービスへの通知に利用 

服薬・体調情報 個人 個人 平時における家族・支援者との共有、災害時における確認に利用 

所属消防団情報 個人 個人 危険箇所投稿データの信憑性確認に利用 

危険箇所情報（位置、
対象の災害カテゴリー、災
害箇所写真） 

個人 個人 危険箇所の投稿情報として利用 
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都市 OS(機能(サービス)、データ、データ連携、共通機能) 
会津若松市では、スマートシティリファレンスアーキテクチャに準拠した都市 OS を既に導入しており、
「認証」「サービスマネジメント」「テー゙タマネジメント」 等の基本的な機能を具備しているのはもち
ろんのこと、特に「サービス連携機能」として、双方向コミュニケーションホー゚タル(地域ホー゚タル)やオ 
フト゚イン管理を具備しており、市民参画・市民コミュニケーションを意識した PF を実現している。  

防災及びモビリティ領域の本事業においても、既存の都市 OS を通じて ID 管理、アセット、既存 DB か
らのテー゙タ連携等を実現することて、゙市民の利便性とサーヒズ開発コスト低減の双方の観点を踏まえた
都市 OS 上ての゙サーヒズ実装を行う。 

 
 

スマートシティサポーター制度（市民参加促進） 

▮スマートシティサポーター 
・市民のみなさんに、体験から利用に繋がることができる機会や
場の設定とともに、口コミや拡散などにより参加の輪を広げてい
くことができる環境（スマートシティサポーター制度）を構築す
ることで、利用者拡大から市民理解浸透の好循環を目指す。 
・データ連携基盤により、デジタルでシームレスにサービスが展
開されることを踏まえ、一度自分が利用したサービスを起点に他
の分野のサービスへもシームレスに利用が拡大していくような、
アナログでの人の繋がりや体制をつくっていく。 
 

▮リビングラボ 
・「デジタルを活用した地域課題の解決」という同じ目標に向か
って、企業と地域関係者が継続的に対話をしながら試行錯誤を重ねながら開発を進めていく場や機会（リ
ビングラボ）をつくっていく（デジタル防災の開発における、ソフトバンク×旧年貢町町内会のような関
係を他の分野や取組にも拡大）。 
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ロードマップ 

中長期スケジュール 
会津若松市のスマートシティに関連する事業全体の計画・スケシュ゙ールは以下の通り。本事業で実施す
る防災の取組は行政分野等と、モヒリ゙ティの取組は決済分野や観光分野等とそれぞれ関係性か深゙いこと
から、他分野の取組・事業と相互に進捗状況等を確認しなから゙、地域全体としてすへでの領域において
市民により良いスマートシティサービスが提供されることを目指す。 

 
 

 

 

K P I 

スマートシティの目標(KPI) 
『スマートシティ会津若松』は特定分野ではなく地域全体の DX を目指すものてあ゙り、①市民参加型て自゙
助・共助・公助の在り方を再構築し、市民生活の利便性向上&地域産業 DX による人・産業双方の観点か
らの②地域の活性化を実現することで、地域行政における歳出抑制と歳入増加を無理なくバランシング
することて、゙全国の地方の共通課題である③地域の持続性を確保することを目標に推進する取組てあ゙る
ことから、以下の 3 つを『スマートシティ会津若松』の取組全体の KGI/KPI として設定。 
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 その他 

関連法令、各地域でのルール・ガイドライン 

▮スマートシティ実現のための 10 のルール 
スマートシティに携わるすべての主体で共通認識としてスマートシティ実現のための 10 のルールを策
定。多種多様な分野の取組を並行して推進するスマートシティにおいて、地域の軸となる共通ルールを
持っていることは、総花的なバラバラな取組とならず、地域として一体性を持った取組となるために極
めて重要と思料。 

 
 

 

▮個人情報等の適切な取扱い 
個人情報保護法等の遵守や適切なデータ管理体制 (PIA(ISO/IEC 29134) 、ISMS(ISO/IEC 27001)に準 拠)
を構築するのはもちろんであるが、市民のデータをオプトインで取扱うスマートシティ会津若松におい
ては、市民から見て透明性・信頼性・納得感のあるデータ管理運用が極めて肝要。そのため、市民が個
人情報の取扱いについて、チェック・説明を求めることが可能な体制を構築する想定。 
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３. 実証実験の位置づけ 
 

実証実験を行う技術・サービスのロードマップ内の位置づけ 

命を守るデジタル防災プロジェクト事業概要  

▮中長期計画(ロードマップ)における実証ステップと実施概要 
前章の中長期計画での防災領域において想定している詳細機能実装ステップ（Phase）は以下を想定して
おり、本事業においては「ミクロ情報活用による避難ルート表示・個別避難計画の高度化」の実証を行
う。 

 
 

■Phase 1：市民の属性情報や位置情報を活用したデジタル防災実証（令和３年度実証済） 

オプトインに基づいて取得した市民の属性情報(住所や家族情報)や位置情報を活用することで、情報提供
に留まらない避難誘導やリアルタイムな家族安否確認サービスなどのパーソナライズされた防災サービ
ス(デジタル防災)を都市 OS 上で提供。 

具体的には、ひとりひとりの属性・状況に最適化した避難支援（パーソナライズ避難支援）、および平
時～発災時～避難時～復旧時まで全タイムラインで避難支援の実現を行うサービス。具体的には、市民
向け防災・避難支援アプリ、および管理者向け避難行動支援のための管理画面を提供し、自助、共助、
公助による避難支援を実現。 

 
＜デジタル防災サービス概要＞ 

●市民向け防災・避難支援アプリ 
事前登録のプロファイル情報とスマホ位置情報から、市民ひとりひ
とりの状況に合わせた防災・避難を支援。災害前においては、ハザ
ードマップ、避難所確認、防災用品の準備のための避難計画策定を
行うことが可能。災害が発生した際には、自身が避難する対象であ
るかも含めて Push 通知による災害情報受信、避難が必要な時の避難
所までのルート検索ができ、安否確認機能で家族の安否状況の確認
も行え、さらに地図上で家族の位置情報の確認可能。 

 



 

18 
 
 

1_スマートシティ実証調査成果品 

●管理者向け避難行動支援 管理画面 
発災時に市民がアプリで回答した安否状況、集
計結果をマップに表示し自治体職員が確認可
能。それにより、市民の避難状況が把握できま
す。さらに要支援者においては氏名も含めて把
握できるため（事前に了承取得の上）、迅速な
避難促進へつながる。避難所外避難者の把握も
可能なため、物資の需給も含めて管理を容易
化。 

 
 
■Phase 2：要支援・介護者支援連携連携実証（令和 4 年度実証済） 

災害時において弱者となりうる要支援・要介護者等に関する避難支援の実現をについて検証。 
デジタル防災とケアエールサービスを都市 OS を通じたサービス間連携を実施することで、要支援者のみ
ならず支援者に対しての発災情報の伝達、要支援者の安否・避難状況の可視化を行うことで、要支援・要
介護者等に関する避難支援を実現。 
 
＜デジタル防災×ケアエール連携イメージ＞ 

●発災情報の伝達と安否確認・避難支援相談フロー 
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●体調服薬情報の確認              ●要支援者の避難状況把握 

 （デジタル防災、ケアエール）          （デジタル防災管理画面） 

       
 
 

■Phase 3：避難生活支援連携実証（令和 4 年度事業実証済） 
令和 4 年度事業においては、災害時において課題となる「避難所生活の質」の向上を目指すべく、デジ
タル化による避難所生活支援の実現について検証。 

位置情報を活用した防災アプリ「デジタル防災」に、避難所管理サービスである「Qualtrics」を連携、
さらに要支援者における体調や服薬情報とも連携し、サービス及びシステムの双方の観点で実証を通じ
た検証を行い、防災 DX を推進する。 

 

＜連携サービス：避難所管理サービス概要＞ 
多様な状況・ニーズ・課題をリアルタイムに把握
し、適切な避難民支援につなげるために避難所生
活を可視化。避難所チェックインの短縮、避難所
管理者の避難民管理の負担軽減、避難所満足度の
可視化（運営、物資の過不足、その他課題等）、
ストレスの可視化など、避難所開設以降のきめ細
かい管理を行うことで避難民の生活の質を高め、
日常生活への復帰をしやすくすることへ繋げる。
これは、避難所管理をデジタル化する事により管
理者の作業負荷を軽減する事で実現できる。 
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■Phase 4：避難生活支援連携実証（令和 4 年度補正事業実証予定） 
災害時に備え避難行動要支援者に限らず市民の個別避難計画の作成、家族・地域自主防災組織・町内会
等への連携、災害時においては本市で推奨している会津若松プラス（都市 OS）連携/オプトインの仕組
みによる位置情報を含む安否結果の共有も可能とすることで、自助だけではなく地域の繋がりによる共
助の仕組み作りを実現。また、行政事務としても、従前よりアナログでの計画策定になっていた要支援
者の個別避難計画をデジタル化し効率化にも役立てる。 

 
＜都市 OS を通じた分野横断型データ連携におけるポイント＞ 

1. 家族・支援者への個別避難計画連携 
作成した個別避難計画を、家族・地域防災組織(町内会/民生委員/消防団)等の支援者に対しても、共
有することで、平時における共助の土台作りを行う。 

 

2. 災害時の市民安否結果を地域自主防災組織等へ共有 
災害時においては、市民は家族に対してのみ位置情報を
含む安否結果を共有していたが、地域自主防災組織・町
内会等へ共有範囲を拡大することで、地域の繋がりによ
る共助の仕組みづくりを実現する。 

 

3. 要支援者個別計画策定業務の効率化 
個別避難計画をデジタル化し自治体へ連携。連携に際 
し、自治体による「要支援者個別避難計画」の確認・チ 
ェックを行い、これまで紙で対応していた個別避難計画 
策定業務について、デジタルによる効率化を図る。 

 
4. 都市 OS を通じたサービス間データ連携 

オプトインによる属性情報を活用したサービス提供及びサービス間連携(防災-介護事業 間)を実装 
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■Phase 5：ミクロ情報活用による避難ルート表示・個別避難計画の高度化実証（令和５年
度事業実証予定） 
令和 5 年度事業においては、地域に根ざした共助の仕組みの実現を目指すべく、都市空間マネジメント
の高度化を見据えた街のミクロ情報の拡充によるデジタル防災高度化について検証する。 

 

具体的には、現状のデジタル防災は、災害時における危険箇所投稿によって市民に防災情報の呼びか
けが行えるが、情報信憑性の観点で危険箇所投稿を行える人員を限定している。一方で、地域の町内会
や自主防災組織等が保有している情報（例：災害時に危険の可能性がある場所など）もあり、地域に根
ざした共助の仕組みの実現のためには、より住民参加型のデジタル防災サービスとしていく必要があ
る。 

そこで災害時における危険箇所の投稿権限を自主防災組織及び市民へ拡張し、避難ルート表示の高度
化、個別避難計画策定効率化を実現しつつデータの信憑性含めた投稿権限の範囲における知見を蓄積す
るための実証を行う。 また日常的な防災マップの利用を促進することでデジタル防災アプリの利用頻度
向上も図る。 

加えて今回、より多くの市民に使いやすさをご提供するべくより幅広いユーザーが使用している LINE
上に機能を移植し、LINE をインターフェイスとしたデジタル防災の有用性、有効性の追加検証も行う。 

 

＜避難ルート表示・個別避難計画の高度化イメージ＞ 

●危険箇所投稿権限の拡張イメージ 
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●危険箇所投稿の機能イメージ 

 

 
 

●危険箇所投稿の内容イメージ 
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●避難ルート表示の高度化イメージ   
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＜ミクロ情報活用による避難ルート表示・個別避難計画の高度化におけるポイント＞ 

1. 都市 OS を通じた異分野データ間連携 
オプトインによる属性情報を活用したサービス提供およびサービス間連携(防災-介護事業/行政間)を
実装。 

 

2. 街のミクロ情報の拡充と活用 
自主防災組織からの、地域に根差したデータ収集を行うため、災害時における危険箇所の投稿権限の
範囲選定/拡張によってデータ収集力を強化。 

また、危険箇所データに基づいた避難ルート表示/個別避難計画策定の高度化を実現。データ投稿の
権限範囲や適切な投稿内容の範囲等における知見を蓄積することで、スマートシティにおけるサービ
ス及びシステム双方の観点で実証を通じた検証を行い、防災 DX を推進 
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活用する技術 
■都市 OS によるオプトイン型情報利活用モデル 
＜令和 3 年度事業の取り組み＞ 
• 都市 OS 上に構築したスマートシティサービスを都市 OS 上で連携 

• 市民がデータコントロール権を有するオプトイン型の情報利活用モデルを採択 • API 活用による都市
OS を通じたデータの効率的な流通管理 

 

＜令和 3 年度補正事業の取り組み＞ 
• 都市 OS を通じた他分野同士のデータ連携（API 連携）による具体的な市民向けサービスの提供（日

本初の事例） 

 

＜令和 4 年度事業の取り組み＞ 
• 都市 OS を通じた他分野同士のデータ連携のみならず、市民のデータ分析結果を元にサービス提供が

される数少ない事例を構築 

 

＜令和４年度補正事業の取り組み＞ 
• 個人のオプトインに基づくデータの自治体の事務への活用 

• 連携サービス、データの増加に対応したユーザーからの取得オプトインの整備 

 

＜令和５年度事業の取り組み＞ 
・ 市民の投稿に基づく危険箇所投稿を管理するための仕組みの整備 

 

 
※再掲 
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■デジタル防災×市民による危険箇所投稿 
・市民の役割に応じて危険箇所投稿権限を管理。 

・将来的なオープンデータを見据えた都市 OS 標準仕様に準拠したデータ構造、データ連携のための
Restful API/Json の利用 

 

 
 
＜追加活用技術＞ 
・危険箇所の閲覧への AR 技術を利用（災害という体験頻度の高くない事象において、仮想的に体験を可
能とするため） 
・サービスの横展開（各自治体ニーズ）を想定したマルチプラットフォームアーキテクチャの採用（ネイ
ティブアプリ、LINE 等の他アプリケーション上、ブラウザ上でも動作可能な汎用性へ対応） 
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サービスのロードマップ内の位置づけ 
• 2025 年を目途に、各分野におけるスマートシティサービスを都市 OS 上のパッケージとして完成さ

せる 

• スマートシティ加速のためにも率先して取り組んできたデジタル防災サービスは先行事例として各領
域を牽引※ 

※デジタル防災サービスは令和４年度においてはサービス間連携を実現。令和 4 年度～５年度に立ち
上がってきた他領域サービスにおいてもサービス間連携が進行中。 
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 ロードマップの達成に向けた課題 

オプトインによる情報提供＆サービス提供の検証とモデル構築 
会津若松市のスマートシティは、市民同意のもとで情報を提供(オプトイン)してもらい、代わりにパーソ
ナライズされたより便利なスマートシティサービス・デジタル体験を提供することをすべての領域の基
本としている。(#7 記載の『10 のルール』に規定)  

・ 情報提供の心理的ハードルが比較的低いと思われる防災サービスを通じて、オプトインによる情報提
供&サービス提供の検証・モデル構築することが、今後の他分野も含めた地域全体のスマートシティ
サービスの普及・推進の礎になると思料。 

 

 

 

 

 

 

 

 
※再掲 

 

分野間連携（サービス間連携）の検証とモデル構築 

・ 会津若松市のスマートシティは、サービスを連携基盤を通じて有機的かつシームレスに繋げることに
より、市民生活における多様な場面での利便性向上や分野連携による付加価値創出を図っていく 

・ 各サービスにおけるデータ拡充が進む中で、データの信憑性や、そのデータの公開のあり方を整理す
ることで、分野間連携を加速し、新たな付加価値創出と共に市民にスマートシティの恩恵を享受して
もらえる礎になると思料 
 

 

＜有機的かつシームレスな分野間連携（会津若松市スマートシティ構想 12 分野）＞ 
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 課題解決に向けた本実証実験の意義・位置づけ 

異分野間データ連携 

都市 OＳを活用したスマートシティ構築に際し、データの拡充が必要だが、市民投稿によるデータ拡充に
おいて、信憑性、信頼性の観点でどのような手法が適切かについて検証。 

また、拡充データの適切な公開、利用のあり方についても検証。 

 

【目指す将来像】 
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４. 実験計画 
 

実験で実証したい仮説 

サービス観点 
・平時および災害時における危険箇所の投稿において、投稿方法が適切か、誰にどこまで権限を持たせ
るか、投稿情報の粒度・種類が適切かを実証、有事の投稿権限や投稿情報粒度の違いも検証 

・避難ルート表示高度化における避難安全性の向上及び平時からの防災意識向上が可能かを検証 

・地域防災観点から危険箇所の投稿や共有、避難ルートの表示が、平時及び災害時の地域防災力の向上
に寄与するかについて検証 

・地域防災観点から地域防災計画や地区防災計画におけるデジタル技術の活用の位置づけの有無を検証 

 

システム観点 
・データ収集力の強化によって、有益なデータ収集/選定/蓄積が可能か、また収集データの利用/連携が
可能かどうか（データのあり方）について検証 

・避難ルート表示機能及び危険箇所 AR 表示機能について実際の会津若松市内のフィードテストを実施
し、動作の正常性および避難時に考慮すべき事項について検証 

 

実験内容・方法 

サービス観点 
前項におけるサービス観点およびシステム観点の仮説検証を目的に、平時および災害時における「危険
箇所投稿機能の体験」及び「避難ルート表示機能体験」をワークショップ内で行う。 

また、地域防災観点から、前項で示したワークショップの他に、大戸町芦ノ牧地区長へのヒアリング及
び主要防災計画（会津若松市地域防災計画及び東年貢二区地区防災計画）の調査を行う。 
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▮危険箇所投稿機能体験および避難ルート表示機能体験 
●実証方法と概要 

危険箇所投稿機能、避難ルート表示機能を用いたワークショップ検証においては、危険箇所投稿機能及
び避難ルート表示機能を実際に体験してもらう形でユーザーテストを実施。区長および市民に参加いた
だき、実際の避難行動におけるサービスの有用性・有効性について検証を実施。 

 

＜調査目的＞ 

自主防災組織の関係者である区長および一般市民の方に危険箇所投稿機能及び避難ルート表示機能を実
際に体験いただき、下記の点を検証。 

 
 

＜調査日時・対象者・実施場所＞ 

自主防災組織の関係者である区長および一般市民の方の計 26 名に参加いただき、危険箇所投稿機能及び
避難ルート表示機能体験、意見ヒアリングを実施。 
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●実証内容と検証項目 

＜危険箇所投稿機能及び避難ルート表示機能疑体験シナリオ＞  
本実証の趣旨説明後、平時および災害時における危険箇所投稿および避難ルート表示機能をそれぞれ以下
タイムラインにて体験してもらい、平時および災害時における各機能の有用性・有効性を計測。 
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＜検証項目＞  
危険箇所投稿機能及び避難ルート表示機能を実際に体験後、下記の点を検証し、危険箇所投稿機能およ
び避難ルート表示機能の有用性・有効性、受容性等把握のために、以下項目の意見ヒアリングを実施。 
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●仮説の検証に向けた調査方法 
自主防災組織の関係者である区長、一般市民および会津若松市役所の方の計 26 名に参加いただき、危険
箇所投稿機能及び避難ルート表示機能体験、意見ヒアリングを実施する事により生の声や意見を拾う形で
調査 
 
＜インタビュー・アンケート取得内容＞ 
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▮大戸町芦ノ牧地区長ヒアリング 
●実証方法と概要 

＜調査目的＞ 

本実証の対象地区における地域防災体制や防災活動の状況、課題等を把握するため、区長に対するヒア
リングを実施。 

 

＜調査日時・対象者・実施場所＞ 

ご対応者 ： 大戸町芦ノ牧地区 区長 芳賀様 

会津若松市 危機管理課 佐藤主任主事 

実施日時 ： ２０２４年２月１５日 （木） １０:００～１１:３０ 

実施場所 ： 芦ノ牧公民館 

 

＜調査項目＞ 
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▮主要防災計画調査 
●実証方法と概要 

＜調査目的＞ 

災害時に自助・共助を有効に機能させるためには、地域防災計画や地区防災計画において必要な行動や
情報を明文化・ルール化し、それに基づき防災訓練等平時の活動を行いながら PDCA サイクルを実践し
ていくことが重要である。 

会津若松市地域防災計画（令和 4 年 3 月修正）、ならびに東年貢二区地区防災計画（市内で唯一地区防
災計画を作成）における、デジタルを活用した自助・共助の防災活動の記載内容を調査。 

 

＜検証項目＞ 

・防災計画の以下の項目におけるデジタル技術を活用した自助・共助の防災活動の記載有無 

① 市民・地域の防災上の役割 

② 個人や自主防災組織の活動内容 

③ 防災知識の普及・啓発 

④ 避難対策 
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システム観点 
・前項で述べたワークショップにおいて、データ収集、選定・蓄積が可能か、データの利用/連携が可能
かについて検証を行う 

・避難ルート表示において、経路探索のアルゴリズムが異なる条件下においても効率的に動作するの
か、危険箇所迂回時の経路が避難時において適しているかの検証を行う 

・危険箇所 AR 表示において、AR マーカーと実際の表示される位置の正確性および他環境からの影響の
検証を行う 

 

 

▮データの持ち方（収集/選定/蓄積/利用/連携）に関する調査 
●実証方法と概要 

収集したデータをどのように持つ
ことが有益なデータの収集、蓄積
につながるかを検証する。 
また、収集した危険箇所投稿デー
タを調査し、データの選定、蓄
積、連携が可能かを検証する。 
 
 

 

●実証内容と検証項目（方法） 

市民および区長から実際に収集したデータのオープン化のためのデータ形式、API 連携手法を検討する
ことで、今後の他サービスとの連携に資する一般化が可能な知見を習得。 

 

＜収集データ＞ 

アセット・データ項目 同意取得先 データ保有者 利用目的・方法 

居住地域 個人 個人 危険箇所情報の信用性担保に利用 

危険箇所情報 個人 個人 家族間での位置情報、安否情報共有に利用 

位置情報 個人 個人 利用者の現在地、および利用者が選択した避難場所／避難
所までの避難ルートの表示に利用 

危険箇所写真 個人 個人・自治体 危険箇所情報の信用性担保に利用 

各種防災マップ情報 自治体 自治体 防災マップ上でのハザードマップ表示へ利用 

アンケート情報、分析情報 個人 個人 ニーズ・課題把握へ利用 

 

●仮説の検証に向けた調査方法 

・他分野のスマートシティサービスが本実証で得られたデータを活用するにあたってのオープンデータ 

化のためのデータ項目の精査、データ構造、API 手法の検討、課題を抽出（机上検討） 
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▮避難ルート表示および危険箇所 AR 表示に関する調査 
●実証方法と概要 

会津若松市大戸地区の公民館合内ポイントで、避難ルート表示および AR 機能デモを実施する。各ポイ
ントでの動作を確認し、環境差分による影響などを検証する。 

 

●実証内容と検証項目（方法） 

会津若松市内で上記機能を動作させ、各ポイントで実施した結果をもとに、今後の検証事項および社会
実装に向けた知見を習得。 

 

＜実施項目＞ 

検証機能 検証項目 詳細 

避難ルート表示 経路探索アルゴリズム
の精度 

∙ 経路探索機能が、異なる条件下で正確かつ効率的に動作するかの検証。特に、危険箇
所を迂回する際の適切な経路生成が期待通りかの確認 

避難ルート表示 ユーザー入力の適切
な処理 

ꞏ  ユーザーが危険箇所を迂回するために経由地点を追加する機能が正しく動作し、入力が
適切に処理されるかの検証 

危険箇所 AR 表示 AR マーカーの配置位
置 

ꞏ 危険箇所の AR マーカーが正確に配置され、ユーザーの実際の位置に基づいてマーカーを
見ることができるかの検証。マーカーを設置したマップ上の位置と AR 表示時にある位置の
正確性を確認。 

ꞏ ユーザーのカメラのアングルが変わった際にも、危険箇所の AR 表示が正確に行われ、適切
に更新されるかの検証 

 

●仮説の検証に向けた調査方法 

・上記機能を災害時や避難時に利用するにあたっての、今後の検証項目および社会実装に向けた検討お
よび技術的課題を抽出 
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５. 実験実施結果 
 

サービス観点 

危険箇所投稿機能体験および避難ルート表示機能体験（2023 年３月３日） 

▮実験結果 
●実施風景 

 ▼実証風景 

      
 ▼インタビュー 
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●インタビュー結果 

１）スマートフォン利活用による防災マップ確認頻度について

 
＜結果を受けての今後の検討事項＞ 

スマートフォン利用が難しい高齢者の方はまだまだ多く、これまでに会津若松市の AiCT コンソーシアム
にて行ってきたスマートフォン教室や八幡地区や会津若松駅前での出張スマートフォン教室等のこれま
でに効果のあった取組を継続して行うことでデジタルデバイド対策を行っていく必要がある。 

 一方で、若年層のデジタルサービス利用が加速される事で、若年層が高齢者の避難支援を行うこと
や、若年層が高齢者に対してデジタルサービスの利用方法を伝える等により、高齢者のデジタルデバイ
ド課題の解決に寄与することも考えうるため、若年層へのデジタルサービス利用のアプローチも必要で
ある。 

 

 

２）情報閲覧者観点での危険箇所投稿機能の有用性・有効性 
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 ＜結果を受けての今後の検討事項＞ 

・危険箇所情報の閲覧者としては、平時および災害時における危険箇所投稿情報は役立つとの意見が９
割ほどと高評価を受けた一方、ヒアリングの際に「いつ入力された情報なのかわからない」「災害情報
が俯瞰的に分かるようにしてほしい」等の改善点が意見として出てきたため、災害を示すマークの種類
を増やす、災害前後のマップを切り替えられる等、より見やすい仕様を検討する必要がある。 

 

・危険箇所投稿の際に記載される投稿者の居住地情報（市区町村まで）については、住民はおよそ８
割、市役所職員はおよそ７割ほどが信用するという意見となった。 

信用できる投稿者の情報について、市民からは投稿者の苗字の記載、市役所職員からは所属組織（町
内会名）があると良いとの意見が出ている事から、防災アプリとのアカウント連携等の投稿者情報の取
得範囲の見直しの検討が必要である。 

 

 

３）情報投稿者観点での危険箇所投稿機能の有用性・有効性 
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＜結果を受けての今後の検討事項＞  
・危険箇所情報の投稿者として、平時および災害時における危険箇所投稿を積極的に行いたいという意
見が８～９割と高評価を受けた一方、ヒアリングの際には「投稿カテゴリーが多すぎて選びにくい」
「自身の現在位置がわかりにくい」等の改善点が意見として出てきたため、投稿カテゴリーを減らす、
自身の現在位置をより見えやすくする等の仕様の改善を検討する必要がある。 

 

・現状の仕様に追加して他にどのような機能があると良いかという問いに対しては「動画で危険箇所情
報を投稿する機能」「危険箇所をエリアで選択できる機能」が欲しいという意見に加え、「投稿された
危険箇所を投稿者以外がチェックできる機能」「平時・災害時を切り分けられる機能」「一目で危険箇
所の概況がわかる表示」があると良いという改善点が意見として出てきたため、上記機能の開発を検討
する必要がある。 

 

 

４）避難ルート表示機能の有用性・有効性 

 
＜結果を受けての今後の検討事項＞  

・災害時における避難ルート表示機能については市民、市役所職員共に９割以上の方が役立つと回答を
頂いたが、「表示されたルートではどの経路で避難すれば良いかわからなかった」「危険箇所を回避す
るルートの設定が難しかった」という意見もあったため、ユーザーによりシンプルかつ分かりやすい仕
様を検討する必要がある。 

・また、追加要望として多かった意見は「実際に通る事の出来た道の表示」「川の水位情報」「表示す
る情報の切り替え」となっていたため、実装を行う際には上記機能の開発検討を行う必要がある。 
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５）最適な避難ルート表示方法について 

 

 
＜結果を受けての今後の検討事項＞  

・最適な避難ルート表示については、「危険箇所をシステムが自動で表示する方法」が最適という意見
が多く、市役所職員からは避難者本人の意思・判断にゆだねる方法をとるべきだという意見が出てい
る。このことから、システムが自動で避難ルートを引く方法をとりつつ、避難ルートを避難者本人の判
断にゆだねる方法（選択式等）で実装するのが望ましい。 

 

 

６）マルチプラットフォームアーキテクチャ採用の有用性・有効性 

 
 

＜結果を受けての今後の検討事項＞  

・LINE 版のデジタル防災アプリを利用したいという評価が多い一方、アプリ版を利用したいと回答した
方は３割ほどという結果になった。 

デジタル防災サービスに限らずスマートシティサービスは LINE やアプリ等複数のインターフェース（マ
ルチプラットフォーム）で提供することが有効なのではないかと考える。 
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大戸町芦ノ牧地区長ヒアリング 

▮実施結果 
●ヒアリング結果のポイント 

・大戸町では、令和 3 年に大戸町自主防災委員会の区長会を中心に、町内１４地区における独自の防
災マップづくりに関する取り組みを開始、令和 5 年 2 月完成。災害が発生したら更新する必要があ
ると思うので、マップの更新をどう行うかが課題。 

・昨年の４月の水防訓練で防災マップを使って訓練を実施。想定した避難ルートのとおり避難し、避
難先であるプリンスホテルまではバスや車で向かった。 

・大戸地区の大きな課題としては、半分以上が高齢者であること。災害時においてはいかに早く高齢
者を集めるかが課題。一度芦ノ牧公民館に集まり、地区の避難所であるプリンスホテルまでバスで
高齢者を運ぶことを想定。 

・芦ノ牧地区で停電した場合、携帯電話はいつまで電源を保持できるのかが懸念。 

・区長が受け取った情報は町内放送と電話で発信する。町内放送は雨の日には聞こえにくい。 

・防災意識は個人で常に持ってもらうことが重要 
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●ヒアリング結果 

【大戸町芦ノ牧地区ヒアリング概要】 
ご対応者 ： 大戸町芦ノ牧地区 区長 芳賀様 

会津若松市 危機管理課 佐藤主任主事 
実施日時 ： ２０２４年２月１５日 （木） １０:００～１１:３０ 
実施場所 ： 芦ノ牧公民館 
 
❶大戸町地域防災委員会について 
●組織体制と参加メンバーの構成 
 大戸町地域防災委員会は令和３年に発足し、メインの構成員は区長会の区長で実施している。 
 大戸地区では「まちづくり協議会」が令和２年度に発足し、協議会のなかでは地域防災を取り組むテ

ーマがあり、令和３年に、大戸町自主防災委員会の区長会を中心に、町内１４地区における防災マッ
プづくりに関する取り組みを開始し、令和 5 年 2 月に完成した。 

 芦ノ牧地区の自主防災組織の対象者は町内会加入者であり、メインで活動しているのは９組の班長で
あり、その他、消防団や日赤等を含めると１０名程度で程度である。 

 芦ノ牧地区は全員だと６３世帯＋旅館６軒で約３００名程度であると思われる。メインは町内会加入
者であるが町内会に入っていない住民もいる。そういった観点でいくと、老人福祉施設やマンション
等も含まれるので、もっと人数はいるのではないかと思う。 

 避難行動要支援者名簿は本人の同意がないと記載ができない。記載されていない人もいるから、実際
の人数はわからない。 

●活動内容や履歴 
 大戸地区の地域防災委員会は、地域防災マップをつくったので役目は終わっており、その後は区長会

の仕切りにより、防災士を講師とした最新の防災情報等を確認する作業を実施している。 
 自主防災組織の活動状況としては、昨年４月に水防訓練のための避難訓練を芦ノ牧地区にて実施し

た。 
 町内会では１月末に日赤で炊き出し訓練をやっていたので、芦ノ牧地区でも炊き出し訓練をやった。

なぜ実施したのかは不明である。  

●活動予算 
 活動予算はない。（※市からの支援もなし） 
 芦ノ牧地区で実施した炊き出し訓練については町内会費から捻出。 

●活動における課題(組織の運営や、困りごとなど) 
 大戸地区の大きな課題としては、半分以上が高齢者であることである。災害時においては、いかに早

く高齢者を集めるかが課題である。 
 芦ノ牧地区の避難所はプリンスホテルである。 
 大戸町の１４地区それぞれでどのような危険があるかは多種多様である。芦ノ牧地区では国道が通れ

なくなったら等の懸念はある。 
 プリンスホテルまで高齢者を運ぶ手段してはバスを想定している。プリンスホテルとは地区と災害時
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協定を結んでいる。 
 その他、困ることとしては芦ノ牧地区で停電した場合、携帯電話はいつまで電源を保持できるのかが

懸念である。 
→携帯キャリアによっても差はあると思うが、２４時間以内の復旧が１つの目安になる。問題点とし
ては、アンテナと電源と基地局の裏にある光ファイバーの損傷が焦点になる。 

 ２４時間後に空白の時間がでてしまうかもしれないが、衛星を活用した通信確保も手段としてある。 
 防災意識は個人で常に持ってもらうかが重要である。各地区でも費用の話も含めて、防災講習会をや

らなければならない。 
 防災士の資格を持っていれば方が講師をやればいいという話でもない。１４地区に２週間おきに実施

すればいいのではと思っている。 

 
❷大戸地域防災マップについて 
●作成ワークショップ活動の経緯と作成プロセス 
 令和４年度に市の提案型共同事業として、行政的な課題を民間の共同パートナーを組んで解決を行う

取り組みの一環として行ったのが地域防災マップづくりである。事業は採択され、予算５０万、各地
区で２回ずつワークショップを実施することとした。 

 成果品は危険箇所や避難タイミングについて反映した防災マップである。 
 作成にあたっては、防災士の方が講師として入っていた。 
 ワークショップに協力いただいた防災士の方が、編集の仕事もやっていることもあり、防災マップは

きれいにできあがった。 
 行政側としては大戸公民館、民間の共同パートナーとしては大戸町地域防災委員会が対象である。 

●マップ作成による効果（住民の方々の反応や意見） 
 効果はまだ感じられない。実災害時での使用実績もなく、課題等も見えてないため。 
 市で作成したハザードマップは令和元年の台風での浸水被害が入っていなかった。 
 防災マップ自体は詳細に作成することができたと思う。１４地区の中でも、詳細は分からない部分も

ある。 
 マップ化して一冊にしたことによって、他の危険箇所等を閲覧できたりするからよいとも思ってい

る。 

●マップ作成後の活用（防災訓練や地区防災計画での利用など：実績と今後） 
 昨年の４月の水防訓練で防災マップを使って訓練をしている。想定した避難ルートのとおり避難し、

避難先であるプリンスホテルまではバスや車で向かった。集合場所は芦ノ牧公民館とした。 
 台風の場合はプリンスホテルに避難をしても良いこととしている。 

●マップ情報の更新など（継続的な利用の観点） 
 災害が発生したら更新する必要があると思うので、その更新をどうするかが課題であると思ってい

る。 

 
❸防災訓練について 
●防災訓練の実施（情報連絡、避難、避難所開設、その他） 
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 ４月の水防訓練での情報連絡は携帯を使用し、実際の避難は集会所に集合したうえ、バスで避難をし
た。 

 プリンスホテルでは宴会場を避難所として提供してくれた。 
 村内放送は公民館から発信される。市の同報無線も整備計画があるが、放送設備の対応は未実施であ

る。 
 避難所を開設する際は、開けてほしい旨はこちらから伝える。令和元年の台風の際も、この公民館に

避難所を開設した。 
 ダム事務所に電話して、これ以上放流はないと安心情報をもらったが、深夜に放流が行われ、下流側

は水が堤防を超え、付近の道路は浸水した。 
 ダム事務所の方では、下流側に水位計を設置してくれた。 

●防災訓練での地域防災マップの活用 
 特になし。 

●防災訓練の参加状況 
 昨年の４月の訓練は２０名以上参加されたと思う。 

 
❹大戸町芦ノ牧地区防災におけるデジタル対応 
●防災情報の入手・発信におけるデジタルの利用状況（気象情報、防災情報の入手方法、地

域の情報連絡など） 
 基本的にはスマホでヤフー天気予報等を見る。 
 令和元年台風のときもそうだけど、市の情報は遅い。ヤフーに比べたら３０分くらい遅い。 
 大川ダム管理支所とは電話でやりとりをすることになっている。 
 市とは基本的には電話で連携をとっている。 
 市は消防団とは連絡のやりとりしているようだが、区長には連絡がこない。 
 区長が受け取った情報は、町内放送と電話で発信する。町内放送は雨の日には聞こえにくい。 

●会津若松市の提供するアプリの登録・利用状況（会津若松＋、あいべあ、ほか） 
 登録はしているけど、使用する場面がない。 

●スマホの保有状況、地図および連絡ツールの活用状況（LINE など） 
 LINE はやっていない。 
 大戸地区には大戸チャンネルがあり、２０名弱登録している。大戸チャンネルは、地域情報発信サー

ビスであり、地域コミュニティ活性化を目的に作成されたチャンネルである。会津若松市の地域づく
り課で事業を実施している。 

 現状でスマホ持っている人はいるが、持っていても使いこなせない。感覚ではあるが７５歳未満は持
っていると思う。世帯主でいうと、だいたい２割～３割程度が持っていると思う。 

 
❺その他 
 実証実験については、まず本事業の背景を含めた趣旨説明を行った上で、地区のリスクに関する説明

をしてほしい。 
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＜結果を受けての今後の検討事項＞ 

地区独自の防災マップを作成しており、市内でも防災意識が比較的高い地区である。防災マップを作
成した後の更新が課題であると認識されており、デジタル技術を活用しながら、情報の逐次更新や更
新された情報の共有をいかにして継続していくかが今後の検討事項である。 

また、防災意識を維持・向上させるため防災訓練や防災講習会等を継続する必要がある。 

 

主要防災計画調査 

▮実施結果 
●会津若松市地域防災計画（令和 4 年 3 月修正） 

１）第 1 編 総則 第 4 章 自助・共助・公助それぞれの役割 第 2 節 自助及び共助 
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２）第２編 災害予防計画 第１章 災害に強い体制づくり 第 1 節 防災組織の整備 

 
 

３）第２編 災害予防計画 第８章 防災知識の普及 第 3 節 防災訓練の充実 
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４）第３編 災害応急対策計画 第６章 避難対策 第 2 節 避難誘導 

 
 

＜結果を受けての今後の検討事項＞ 

現在の地域防災計画における自助・共助の役割や自主防災組織等の活動に関して、デジタル技術の活
用の推進やデジタル技術の活用方法等に関する記載は確認されなかった。一方、市民や地域の役割に
おけるデジタル防災の組み込み方法は下図のように整理が可能。防災情報のデジタル化やデジタル技
術を活用した防災活動の普及状況に合わせるかたちで、防災計画の記載内容を見直すことが必要。 
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●東年貢二区 地区防災計画（令和 4 年 3 月修正） 

１）２ 基本的な考え方 （２）活動目的 
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２）４ 防災活動の内容 （２）平常時の対応 
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３）４ 防災活動の内容 （４）災害時の対応 
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３）５ 実践と検証 （１）防災訓練の実施 

 
 

＜結果を受けての今後の検討事項＞ 

今回の実験で確認した東年貢二区の地区防災計画には、平常時及び災害時それぞれのフェーズにおけ
る防災活動が地区の実情に即して具体的に記載されている。情報収集等に関しては、「浸水ナビ」
等、参照すべき具体的なインターネットサイトも明記されている。デジタル（モバイル端末）を活用
して危険箇所や避難ルート等の防災情報の収集や共有を地区内で行うことに合わせて、地区防災計画
の記載内容を見直すことが必要。 
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 システム観点 

データの持ち方（収集/選定/蓄積/利用/連携）に関する調査 

▮実験結果 
今回危険箇所投稿および危険箇所情報取得を JSON 形式で返却する Restful API として実装することができた。 
 

<危険箇所データサンプル> 
{ 
      "description": "会津ガスが災害時危険になる可能性あり", 
      "lon": 139.91145, 
      "imageUrl": "c21a8309-7921-44ae-94c2-b97be8410c64", 
      "id": "f2716c5d-8f17-487b-ba1e-749381349a9b", 
      "situation": "normal", 
      "lat": 37.365673, 
      "isDelete": "0", 
      "name": "【大戸町在住】会津ガスあり", 
      "category": "LifeLine", 
    }, 
 

＜結果を受けての今後の検討事項＞ 
・今後のオープンデータ化に向けてはどのような形式で D4C などにどの単位で掲載していくかを議論していく必要がある。 
ある程度リアルタイム性が求められる危険箇所のため、これまで危険箇所として投稿された実績のある場所として一ヶ月

に一度 CSV 形式でオープンデータとして更新していくといった方針の策定が必要となる。 
また、危険箇所の画像ファイルの取り扱いにも注意が必要であり、画像データの保管場所のみならず、画像データに個人

情報が掲載されていないか、不適切な画像でないか等、情報の検閲も必要である。 
今回の実証実験の中で、危険箇所の投稿についてもどのような属性のユーザーが投稿をおこなったか分かるようにした方

が良いという声もあり、個人情報が特定されないようにそういった情報をどこまでマスクした状態でオープンなデータとするのか
については議論が必要である。 

 
避難ルート表示および危険箇所 AR 表示に関する調査 
▮実験結果 
１）避難ルート表示：経路探索アルゴリズムの精度 

避難ルートを表示した際の経路については全ての道路に対して明確に歩道があるわけではなく、市街地でも明示的に歩
道がない道に対しても歩行可能な経路として識別されていた。また、歩道といっても非常に狭い道が選択されている場合も
あった。他にも、描画された経路に歩道橋が含まれている場合があった。 
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<会津若松市内の避難経路として表示された場所> 

 
 
＜結果を受けての今後の検討事項＞ 
避難ルートについては道路の状態や幅などに対してチューニングすることができればより安全性の高い経路が提示できると

考える。また、避難時において高齢者などのことを考慮すると、歩道橋といった階段のあるエリアは避けた方が避難時の経
路としては適していると考える。歩道橋を識別し、迂回した経路を提示することで避難時にかかる全体の時間としては短く
なると考えることができる。そのため、避難する人の属性や状態に合わせた避難経路について今後検討する必要がある。 
 

２）避難ルート表示：ユーザー入力の適切な処理 

ユーザーが避難経路を描画した際に、危険箇所がその経路付近にあった場合、期待通り危険箇所が接近しているアラー
トが表示された。しかし、一部の箇所ではアラートが表示されたが、実際には描画された経路と危険箇所の高さが全く異な
る位置を示しており、一概に危険とは言えない状態の箇所があった。 
 

<会津若松市内の迂回経路から見た危険箇所を置いたエリア（左）と迂回経路（右）> 
 

 
 
＜結果を受けての今後の検討事項＞ 
今回の実証実験において危険箇所はポイントとして設定したが、実際の危険箇所は土砂崩れなどが発生しており、ポイ

ントではなく、エリアでの指定が必要と考える。また、危険箇所の種別ごとの特徴も考慮し、高さなども含めた危険箇所の
設定および反映が可能かについて検討を行う必要がある。 
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３）危険箇所 AR 表示：AR マーカーの配置位置 

 マップに設定した危険箇所と AR マーカー位置は全ての検証場所で大きくずれることはなかった。また、さまざまなアングルや
遮蔽物があったとしても AR マーカーは表示され、高低差なども考慮されて表示されることを確認した。しかし、ユーザーが走
って AR を利用していた場合や大雪の中で利用した場合では動作が安定しなかった。 

 
<危険箇所 AR 表示例 > 

 
 
＜結果を受けての今後の検討事項＞ 
ユーザーが走っている状態で AR を利用していた場合や大雪の中で安定して AR が表示できなかった理由としては、自己

位置推定に利用される点群データが安定して取得できなかったことにあると考えられる。走った場合は手ブレによりカメラ映
像が安定しなかった。また、大雪の場合は雪の影響で点群データの取得が阻まれたと考える。 
今回の実証実験を通して、マップの GPS 情報を使った俯瞰的な危険箇所の閲覧とカメラの AR 技術を用いた危険箇所

の閲覧のそれぞれにメリットがあることがわかった。これらを利用した危険箇所接近のフィードバック方法の技術的検討と実
際に利用した際の社会受容性の検証を今後行う必要がある。 
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技術の実装可能な時期 
• 2021 年は個人属性情報や位置情報等を活用した基本的なデジタル防災サービスを本実証を通じて、

検証・構築、さらに介護・ケアラー向けコミュニケーションサービスである「ケアエール」を連携し
たサービス連携を 2021 年 3 月度に実装完了し、現在運用中 

• ケアエール連携による個別避難計画作成サービス、および危険箇所投稿の拡張機能は運用面の整理・
調整を含めて 2024 年中にサービス／機能提供することを検討 

• 2024 年以降は、医療、モビリティ、エネルギー等の他分野連携による機能拡張に加え、B2B におけ
る企業をエンドユーザーとしてデジタル防災サービスの派生として企業 BCP 対策連携等を実行計画
全体における他分野の事業進捗を踏まえてアジャイル開発にて推進 
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 実装に向けて残された課題 

サービス観点 
 

●情報閲覧者観点での危険箇所投稿機能の課題 

・情報を投稿する観点からは「いつ入力されたかわからない」「災害情報が俯瞰的に分かるようにし
てほしい」「災害を示すマークの種類を増やすべき」等の改善点が意見として出てきた。 

・信用できる投稿者の情報について、市民からは住所（大戸町まで）及び投稿者の苗字の記載、市役所
職員からは所属組織（町内会名）があると良いとの意見が出ている事からも、求められている投稿者情
報にブレがみられる。また、本実証においては大戸地区という比較的クローズドな環境で実証を行った
が、オープンな環境で行う場合は違う回答が導き出される可能性もある。 

このことから投稿者情報の取得範囲については見直し、継続検討が必要である。 

 

●情報投稿者観点での危険箇所投稿機能の課題 

・ヒアリングの際には「投稿カテゴリーが多すぎて選びにくい」「自身の現在位置がわかりにくい」等
の改善点が意見として出てきたため、仕様の改善を検討する必要がある。 

・現状の仕様に追加して他にどのような機能があると良いかという問いに対しては「動画で危険箇所情
報を投稿する機能」「危険箇所をエリアで選択できる機能」が欲しいという意見に加え、「投稿された
危険箇所を投稿者以外がチェックできる機能」「平時・災害時を切り分けられる機能」「一目で危険箇
所の概況がわかる表示」があると良いという意見が出てきたため、仕様の改善を検討する必要がある。 

 

●避難ルート表示機能の課題（最適な避難ルートについて） 

・災害時における避難ルート表示機能については市民、市役所職員共に９割以上の方が役立つと回答を
頂いたが、「表示されたルートではどの経路で避難すれば良いかわからなかった」「危険箇所を回避す
るルートの設定が難しかった」という意見もあったため、ユーザーによりわかりやすい仕様への改善を
検討する必要がある。 

・また、追加要望として多かった意見は「実際に通る事の出来た道の表示」「川の水位情報」「表示す
る情報の切り替え」となっており、追加機能の検討が必要だ。 

・またシステムが自動で避難ルートを引く方法をとりつつ、避難ルートを避難者本人の判断にゆだねる
方法（選択式等）を検討する必要がある。 

 

●地域防災観点での課題 

・本実証実験の対象である芦ノ牧地区では、住民の高齢化や作成した防災マップの更新方法が防災課題
の一つとなっている。モバイル端末を活用した「危険箇所投稿」や「避難ルート表示」は、既存の防災
マップをさらに有用なものにする一方策である。 

情報弱者になる傾向の高い高齢者に使いこなしてもらうため、日常利用を考慮したアプリにすること
が必要。 
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・適切な危険箇所の投稿や避難ルートの判断を行うためには、地区の災害リスクに対する感覚を劣化さ
せないことが重要である。このため、防災訓練や防災講習会を継続的に行うことが必要。 

・デジタル防災の活用について、地区でルールを決めた場合は、それを地区防災計画等に位置づけ、形
式知化することが必要。 

 
システム観点 
●データの持ち方（収集/選定/蓄積/利用/連携）に関する調査 

・今後のオープンデータ化に向けてはある程度リアルタイム性が求められる危険箇所のため、これまで
危険箇所として投稿された実績のある場所として一ヶ月に一度 CSV 形式でオープンデータとして更新し
ていくといった方針の策定が必要。 
また、危険箇所の画像ファイルの取り扱いにも注意が必要であり、画像データの保管場所のみならず、

画像データに個人情報が掲載されていないか、不適切な画像でないかといった検閲も必要。今後投稿者情
報なども追加する場合には、個人情報が特定されないようにそういった情報をどこまでマスクした状態で
オープンなデータとするのかについては議論が必要。 
 

●避難ルート表示および危険箇所 AR 表示に関する調査 

・避難ルートについては避難に適した道路の状態や幅などに対してチューニングすることが必要。ま
た、高齢者といった避難する人の属性や状態に合わせた避難経路について今後検討が必要。 

・危険箇所の設定については、今回危険箇所はポイントとして設定したが、実際の危険箇所は土砂崩れ
などが発生しており、エリアでの指定が必要と考える。そのため、危険箇所の種別ごとの特徴も考慮
し、高さなども含めた危険箇所の設定および反映が可能かについて検討を行う必要がある。 

 

・危険箇所 AR についてはユーザーの状態が外的な要因から安定して機能を提供することが困難である
可能性がある、外的な影響を受けにくいマップの GPS データと合わせてユーザーに対して危険箇所の位
置をフィードバックする方法が有用であると考えるため、その実現に向けた技術手法の検討と実際に利
用した際の社会受容性の検証を今後行う必要がある。 
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６. 横展開に向けた一般化した成果 
 

地域特情などを除いて一般化 

サービス観点知見 
・今回の実証からモバイル端末を使った危険箇所情報や避難ルート情報は有用であり、市民一人ひとりの
防災意識の向上のみならず、共助への参画意欲も高まる可能性があることを確認。また、防災アプリとし
ては防災専用よりも日常的に使用しているものが求められていることを確認。 

・日常生活や防災訓練において、危険箇所情報や避難ルート情報の確認・投稿を生活の一部として浸透さ
せる方策の検討が必要。 
 
●実証実験でのアンケート結果と得られた知見 
・危険箇所投稿および避難ルート表示機能については多くの方から便利であるというポジティブな意見を
頂いたが、スマートフォンの利用が難しい方への対応方法やユーザビリティの向上については検討する必
要あり。 
 

●地域防災力向上に向けた知見 
・自助を担う市民、共助を担う地域、公助を担う行政の各々の活動を行う際にデジタル技術を活用するこ
とで、以下に示すような、主体間の様々な連関創出の知見を導出した。 
①市民・地域・行政の各領域に縛られない自発的な相互作用 
②地域と行政の相互支援体制 
③地域主導による新たな共助の仕組み 

 
 

・地域防災力向上に向けたデジタル防災の役割は以下のように整理できる。 
①デジタル防災による的確な防災情報収集と行動判断 
②デジタル防災を活用した防災活動や防災教育への参加・協力 
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③デジタル防災マップを通じた情報共有と状況把握の仕組みづくり 
④デジタル防災を活用した防災まちづくりへの展開 

 

・地域防災活動を展開していく際、危険箇所の確認と共有は、共助の取組において最も重要なことの一つ
である。「危険箇所の共有」をキーワードとして平時と災害時の両方で取り組みを展開することで、持続
的な地域防災力向上のサイクルを創出することが可能となる。 

 
 

システム観点知見 
・ 危険箇所情報取得 API は Restful API として実現可能。 

・ 今後のオープンデータ化に向けてデータの更新頻度やデータ保存場所、個人情報のマスク、データの
検閲について検討する必要がある。 

・ 危険箇所を避けた避難ルートを表示することは可能。 

・ 今後の社会実装に向けて、危険箇所のエリアや種別での設定方法および避難するユーザーに適したル
ート検索の精度向上を検討する必要がある。 
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７. まちづくりと連携して実施することが効果的な取組の提案 
 

命を守るデジタル防災（デジタル防災）事業とまちづくり施策との連携 

都市 OS 上でのデジタル防災事業と他サービス連携とデータ拡充 
本実証実験については、都市 OS 上における分野間のサービス／データ連携についての検証を行った。
分野間データ連携におけるオプトインの在り方、自治体だけでなくより地域に近い町内会や自主防災組
織、地域包括支援センターにおける運用上の検証についても実施。 
今後、デジタル防災が実際の現場で使われていくためには、各まちづくり施策との連携が求められると
ころであり、デジタル防災事業においては、介護、医療、モビリティ、エネルギー分野などと順次、サ
ービス連携を継続進めていくこととしている。 
 
例えば、医療の取組を連動することで適切な避難所対応が可
能となる、モビリティの取組と連動することで緊急支援物資
の効率的な輸送が可能となる、エネルギーの取組と連動する
ことで災害時においても自立給電が可能となるなど、災害対
応の質を求めていくにあたっては他分野との連携が欠かせ
ず、これを技術的にシームレスに可能にするものとして都市
OS（データ連携基盤）の存在がある。 
 
 
＜（再掲）都市 OS を通じたサービス連携＞ 
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また、まちのデータセットの拡大とオープン化により、EBPM による政策立案、より良いまちづくりへ
と繋げていく。今後、デジタル防災事業においては、データセットの拡充を図り、それを他サービスへ
も波及することで、分野間連携の相乗効果も狙っていくこととしている。 
令和 6 年度以降においては、これまで市民の避難支援を軸としてきた事業を中小企業の災害対策（企業
BCP 対策）へと昇華させることでまちの強靭化や、エネルギー、モビリティ連携による災害時のエンル
ギーの融通、緊急支援物資の効率的な輸送の有用性・有効性について検証を行い、実装を目指してい
く。 

 

 
 

スマートシティの取組におけるまちづくり施策との連携及び会津若松市の特性 

地方都市におけるモデルとしての会津若松市へ 
防災の取組からも分かるとおり、個々の取組のサービスレベルを上げていくだけでなく、官民問わずま
ちづくりに関わる様々な施策・取組と連携を可能とすることで、市民が生活の中で利便性を実感し、地
域全体の DX が図られていくものと考えている。 
また、個々のサービス単体ではマネタイズ出来ないものもあるが、持続性の高いもの、高くないものを
合わせて、連携しながら地域全体として運営できるような体制や運用を目指していくことで、地方都市
における持続的な体制のあり方を構築していく必要があると考えている。 
会津若松市としては、このような将来像を目指し、約１０年にわたって「スマートシティ会津若松」に
取り組んできたところであり、今後は、都市 OS（データ連携基盤）の機能拡張や共助による地域運営
体制の構築を行いながら、様々な分野において ICT やデジタルの取組を連携させ、利便性・快適性の高
いスマートシティを実現していくとともに、地方都市におけるモデルとなることを目指していく。 
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